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株式会社 総合企画

1.棟数推移

2009年度2010年度2011年度2012年度2013年度2014年度2015年度2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度2021年度
北海道・東北# # # # # # # # # # # # #
関東# # # # # # # # # # # # #
中部# # # # # # # # # # # # #
近畿# # # # # # # # # # # # #
中国・四国# # # # # # # # # # # # #
九州# # # # # # # # # # # # #
前年比(全国)# # # # # # # # # # # #

・

2,168 2,066
27,509 26,760

253 315
2,278 2,406

非住宅鉄骨造建築物市場の推移

図1は非住宅鉄骨造建築物の棟数推移をエリア別に示したグラフであるが、全国的に低層の建築物が多く、2009年以降に建築された非住宅鉄骨造建築物の9割以上が1～2階の低層で
あり、6階以上の高層の建築物はほとんど無い。また、全体の棟数は2009年から2021年にかけて、関東エリアが最も多く、中国・四国エリアが最も少ない。

図1:非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別棟数推移（年次）

2020年度 2021年度(U：棟) 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2019年度
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2.床面積推移

2009年度2010年度2011年度2012年度2013年度2014年度2015年度2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度2021年度
北海道・東北# # # # # # # # # # # # #
関東# # # # # # # # # # # # #
中部# # # # # # # # # # # # #
近畿# # # # # # # # # # # # #
中国・四国# # # # # # # # # # # # #
九州# # # # # # # # # # # # #
前年比(全国)# # # # # # # # # # # #

・ 図2は非住宅鉄骨造建築物の延床面積の推移をエリア別に示したグラフであるが、関東エリアの延床面積が最も多い。また、図1において、関東エリアでは2015年度以降棟数は減少し
ているのに対し、延床面積は2009年度から2021年度にかけて、増加傾向が続いていることから1棟当たりの建築規模が増大していることがわかる。

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

図2:非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別床面積推移(年次)
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3.用途の変化

・
2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度2013年度2012年度2011年度2010年度2009年度

倉庫# # # # # # # # # # # # #
工場# # # # # # # # # # # # #
事務所# # # # # # # # # # # # #
店舗# # # # # # # # # # # # #
その他# # # # # # # # # # # # #
合計# # # # # # # # # # # # #

・

・

九州中国・四国近畿中部関東北海道・東北全国
倉庫# # # # # # #
工場# # # # # # #
事務所# # # # # # #
店舗# # # # # # #
その他# # # # # # #
合計# # # # # # #

図4は2021年度の非住宅鉄骨造建築物の用途割合を
エリア別に表したグラフであるが、グラフより、6エリアの
中で、倉庫、工場の割合が共に最も高く、全国平均より
も10ポイント近く高い4割近くを生産施設が占めているこ
とがわかる。一方で、関東エリアは都市部が含まれるこ
とから6エリアの中で生産施設の占める割合が最も低
く、テナントビル等の建設が多いため、事務所の占める
割合が最も高い。また、北海道・東北エリア、近畿エリア
は他エリアと比較して、その他の割合が高く、多種多様
な用途で鉄骨造が使われていることがわかる。

一方で、店舗の割合は年々減少しており、2009年度か
ら2014年度にかけて徐々に増加し、2014年度には
20.6％を店舗が占めていたが、2015年度以降は減少傾
向にあり、2021年度には12.9％と10ポイント近く落ち込
んでいる。また、その他の占める割合も2010年度の
42.2％から減少傾向にあり、2021年度には35.3％となっ
た。

図3は全国の非住宅鉄骨造建築物の用途割合の推移
を表したグラフであるが、倉庫の割合が2009年度以降
増加傾向にあり、2009年度には16.0％であったのに対
して、2021年度には23.7％まで増加しており、10ポイント
近く伸長しており、鉄骨造建築物は非住宅鉄骨造建築
物の3棟のうち1棟が工場を含む生産施設であることが
わかる。

図3:非住宅鉄骨造建築物における用途割合推移(年次)

図4:非住宅鉄骨造建築物におけるエリア別用途割合(2021年度)
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※

※

※

本統計表等は統計法に基づいて、独立行政法人統計センターから「建築着工統計調査」のオーダーメード集計により提供を受けた統計成果物を基にしています。

非住宅鉄骨造建築物の用途は国土交通省「建築着工統計調査」の分類に基づくものとするが、「建築着工統計調査」において、学校の校舎、病院・診療所に分類される建築物は「その他」に分類するものとす
る。

非住宅建築物とは国土交通省「建築着工統計調査」において、「産業用建築物」に分類される建築物とする。

エリアについて、北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、山形県、秋田県を「北海道・東北」エリア、茨城県、千葉県、東京都、埼玉県、群馬県、栃木県、神奈川県を「関東」エリア、新潟県、長野県、山梨
県、静岡県、愛知県、岐阜県、富山県、石川県、福井県を「中部」エリア、三重県、京都府、滋賀県、和歌山県、奈良県、大阪府、兵庫県を「近畿」エリア、岡山県、広島県、山口県、島根県、鳥取県、香川県、徳
島県、高知県、愛媛県を「中国・四国」エリア、福岡県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、佐賀県、長崎県、沖縄県を「九州」エリアとする。
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